
墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

編 対策 章 節 項 R5年度頁 修正後内容 修正前内容 修正理由 担当課

（例）
震災

（例）
予防

（例）
11

（例）
1

（例） （例）
279

（例）
２　応急対策用物資及び資器材の備蓄計画
（１）現況
　（省略）
　また、保管場所については、現在区内に２６か所の
防災備蓄倉庫を整備しているほか、（中略）…設置し
ている。

（例）
２　応急対策用物資及び資器材の備蓄計画
（１）現況
　（省略）
　また、保管場所については、現在区内に２５か
所の防災備蓄倉庫を整備しているほか、（中略）
…設置している。

（例）
時点修正

（例）
防災課

はじめに
関東大震災から１００年の節目である令和５年度、区
として

関東大震災から１００年の節目である今（令和
５）年度、区として

時点修正 防災課

はじめに さらに、令和６年元日に発生した能登半島地震は、
さらに、本（令和６）年元日に発生した能登半島
地震は、

時点修正 防災課

関東大震災 削除 防災課

令和6年能
登半島地震

削除 防災課

用-1 東日本電信電話株式会社　東京東支店 株式会社ＮＴＴ東日本-南関東 会社名修正
ＮＴＴ東日本
東京東支店

震災 予防 1 2 14

機関の名称
災対総務部
総務部
すみだ人権同和・男女共同参画事務所
社会福祉会館
すみだ共生社会推進センター

機関の名称
災対総務部
総務部
人権同和・男女共同参画課
社会福祉会館
すみだ女性センター

名称修正
人権同和・男女共

同参画課

震災 1 2 1 15

資源環境部
　環境保全課
　環境政策課

資源環境部
　環境保全課

組織改正 環境保全課

震災 1 2 1 15

災対救護部
　総務部～教育委員会事務局（省略）
　資源環境部
　　環境保全課

災対救護部
　総務部～教育委員会事務局（省略）

災対マニュアル
と統一

環境保全課

1

fujikawa-yasuo
フリーテキスト
資料２

fujikawa-yasuo
四角
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震災 1 2 1 16
機関の名称
健康推進課

機関の名称
向島保健センター
本所保健センター

組織改正 健康推進課

震災 1 2 1 16

1～12　【略】
13　緊急医療救護所の設置・運営に関するこ
14　すみだ保健子育て総合センターの安全確保・避難
誘導に関すること。
以下、番号繰り下げ
15　ペットの 同行避難に関すること

1～12　【略】
13　緊急医療救護所の設置・運営に関すること
14　ペットの同行避難に関すること

健康推進課

震災 1 2 1 17

事務又は業務の大綱
1～23　【略】
24　 保健センターの安全確保・避難誘導に関するこ
 と。
以下番号が繰り上がり
24～26　【略】

事務又は業務の大綱
1～23　【略】
24　保健センターの安全確保・避難誘導に関する
こと。
25～26　【略】

保健センター閉設
に伴う削除

健康推進課

震災 1 2 4 19
東日本旅客鉄道株式会社
錦糸町営業統括センター

ＪＲ両国駅
ＪＲ錦糸町駅

時点修正
錦糸町営業統括セ

ンター

震災 予防 2 2 4 21

（４）消防団の活動体制の充実
〇 区内の消防団員数497人、充足率76.5%（令和６年
７ 月現在)の中、区民防災訓練や
総合防災訓練などを通じて、災害時における地域連携
を図る取組を実施している。

（４）消防団の活動体制の充実
〇 区内の消防団員数502 人、充足率77.4%（令和
５年10 月現在)の中、区民防災訓練や
総合防災訓練などを通じて、災害時における地域
連携を図る取組を実施している。

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 1 2 17 23

災対建設部
　都市整備部
　　土木管理課
　　道路・橋りょう課
　　公園課

災対建設部
　都市整備部
　　土木管理課
　　道路公園課

組織改正 公園課

震災 予防 2 1 26

９ 各家庭を訪問し、防火防災対策の普及啓発を目的
に行う「防火防災巡回」及び要配慮者や希望する区民
に対し、住居への立ち入りを前提とし防火防災上の安
全性の確認を行う「住まいの防火防災診断」の実施

９ 各家庭を訪問し、防火防災上の安全性の確認
や住宅用防災機器の設置等に関する指導助言を行
う「防火防災診断」及び要配慮者を対象と
する「住まいの防火防災診断」の実施

庁内規程改正
東京消防庁向島消

防署
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震災 復旧 3 45

2　現在の到達状況
（1）木造住宅密集地域の不燃化の促進
区全域の不燃化率約71.4%
区南部約85.6％
区北部約60.6%

2　現在の到達状況
（1）木造住宅密集地域の不燃化の促進
区全域の不燃化率約71.1%
区南部約85.3％
区北部約60.4%

年度ごとに数値が
変わる

不燃・耐震促進課

震災 3 45
５　到達目標
■緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化推進

５　到達目標
■緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化促進

助成制度により所
有者耐震化を「後
押し」することか
ら「推進」ではな
く「促進」とした

不燃・耐震促進課

震災 予防 3 50

８　不燃化促進計画
区の不燃化率は約71.4%
区南部は約85.6％
区北部は約60.6%

８　不燃化促進計画
区の不燃化率は約71.1%
区南部は約85.3％
区北部は約60.4%

年度ごとに数値が
変わる

不燃・耐震促進課

震災 予防 3 1 2 50

９　耐震改修促進計画
～略～
（５）墨田区耐震化推進協議会との連携による耐震化

９　耐震改修促進計画
～略～
（５）墨田区耐震化推進協議会をはじめとした関
係団体との連携による建築物耐震化普及啓発の実
施

・その他関係団体
も含まれるため

・耐震化普及啓発
の実施

不燃・耐震促進課

震災 予防 3 1 2 51

（10 の 表題 及び 1行目）
10　地籍調査事業
　　阪神・淡路大震災を契機に、平成８年度から実施
することとした「（削除）地籍調査

（10 の 表題 及び 1行目）
10　地籍情報緊急整備事業
　　阪神・淡路大震災を契機に、平成８年度から
実施することとした「都市再生地籍調査

事業名を予算上の
事業名に統一

土木管理課

震災 予防 3 1 4 54

１・道路の整備
（省略）
明治通り（環状４号線）、 四ツ目通り（放射32号
 線）、言問通り…

１・道路の整備
（省略）
明治通り（環状４号線）、四ツ目通り（放射32号
線）、言問通り…

R5.11事業認可取得 第五建設事務所
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震災 予防 3 2 1 55

２　一般構造物防災計画
～略～
（２）既存建築物の耐震診断・補強に対する指導を強
化する。また、建築物の耐震改修の促進に関する法律
（平成７年法律第123号）に基づき、特定建築物の所
有者に対して、必要に応じ、区が指導を行う。

２　一般構造物防災計画
～略～
（２）既存建築物の耐震診断・補強に対する普及
啓発等を強化する。特に、建築物の耐震改修の促
進に関する法律（平成７年法律第123号）に基づ
き、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し
て、必要に応じ、区が指導を行う。

・普及啓発が主で
あり、必要に応じ
て指導を実施する

ため
・指導対象となる
建築物所有者の修

正

不燃・耐震促進課

震災 予防 3 2 3 56

３ 高層建築物防災計画
対象となる高層建築物とは、軒の高さ31m を超える建
築物をいい、総数は688棟ある
（本所消防署管内559 棟、向島消防署管内129 棟）

３ 高層建築物防災計画
対象となる高層建築物とは、軒の高さ31m を超え
る建築物をいい、総数は570 棟ある
（本所消防署管内451 棟、向島消防署管内119
棟）

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 3 2 4 59

第４項　文化財施設の安全対策
（省略）貴重な文化財（国指定文化財26 件、国登録
文化財４件、東京都指
定文化財14 件、区指定文化財22 件）を保護し、（中
略）･･･施策を推進する。

第４項　文化財施設の安全対策
（省略）貴重な文化財（国指定文化財26 件、国
登録文化財４件、東京都指
定文化財13 件、区指定文化財23 件）を保護し、
（中略）･･･施策を推進する。

指定件数修正 地域教育支援課

震災 予防 3 4 1 61

２ 危険物施設等の出火防止
区内における危険物を取り扱う施設は、本所消防署管
内93件、向島消防署管内175件、計268 件あり、減少
傾向にある。令和６年７月１日現在
一覧は別添1のとおり。

２ 危険物施設等の出火防止
区内における危険物を取り扱う施設は、本所消防
署管内92 件、向島消防署管内177
件、計269 件あり、減少傾向にある。

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 3 4 2 64

（２）消火用スタンドパイプの配備
区内には、スタンドパイプを接続して使用できる消火
栓が2,700 基（本所消防署
管内1,550 基、向島消防署管内1,150 基）（令和６年
７月現在）配備されている（区画量水器及び私設
消火栓を除く。）。

（２）消火用スタンドパイプの配備
区内には、スタンドパイプを接続して使用できる
消火栓が2,712 基（本所消防署
管内1,546 基、向島消防署管内1,166 基）、排水
栓が９基（本所消防署管内９基、
向島消防署管内０基）（令和５年７月現在）配備
されている（区画量水器及び私設
消火栓を除く。）。

時点修正
東京消防庁向島消

防署
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震災 予防 3 4 3 66

（１）消防活動体制の確保
現在の区内の消防体制としては、東京消防庁のもと
に、消防署２箇所、消防出張所５箇所であり、本所消
防署員211 名、向島消防署員186 名、計397 名で組織
され、指揮車２台、ポンプ車11 台（本所６台、向島
５台）、化学車１台、梯子車２台、空中作業車１台、
救急車７台（本所３台、向島４台）、資機材輸送車１
台、消防活動二輪車２台が配備されている。

（１）消防活動体制の確保
現在の区内の消防体制としては、東京消防庁のも
とに、消防署２箇所、消防出張
所５箇所であり、本所消防署員217 名、向島消防
署員184 名、計401 名で組織さ
れ、指揮車２台、ポンプ車11 台（本所６台、向
島５台）、化学車１台、梯子車２台、
空中作業車１台、救急車７台（本所３台、向島４
台）、資機材輸送車１台、消防活
動二輪車２台が配備されている。

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 3 4 3 66

（２）消防団の強化
消防団について、分団施設本部及び可搬ポンプ等の施
設、資器材を計画的に整備し活動体制の強化を図る
中、現在、本所消防団234名、可搬ポンプ16 台、可搬
ポンプ積載車７台、向島消防団263 名、可搬ポンプ19
台、可搬ポンプ積載車９台が配備されている。

（２）消防団の強化
消防団について、分団施設本部及び可搬ポンプ等
の施設、資器材を計画的に整備
し活動体制の強化を図る中、現在、本所消防団
240 名、可搬ポンプ16 台、可搬ポ
ンプ積載車７台、向島消防団263 名、可搬ポンプ
19 台、可搬ポンプ積載車９台が
配備されている。

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 3 4 3 67

３ 消防水利の整備
消防水利として指定している防火水槽等（消火栓を除
く。）は次のとおりである。
（令和６年７月1 日現在）
※　一覧は別添1のとおり

３ 消防水利の整備
消防水利として指定している防火水槽等（消火栓
を除く。）は次のとおりである。
（令和５年７月1 日現在）

時点修正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 3 4 6 68

区内における雨水利用施設は481 箇所（区施設、都施
設、23 区清掃一部事務組合、民間施設、路地尊）で
あり、総貯留槽容量は約26,714 ㎥、集雨面積は約
243,455 ㎡となっている（令和６年３月現在）。
今後も、都市の安全性の向上と快適な都市環境の創造
に資するため、都市における渇水及び洪水の防止、防
災対策（初期消火用水やトイレ洗浄水等の確保）の推
進並びに地域水循環の再生を目標とし、雨水利用促進
助成制度等により雨水利用を推進する。

区内における雨水利用施設は456 箇所（区施設、
都施設、23 区清掃一部事務組合、民間施設、路
地尊）であり、総貯留槽容量は約26,238 ㎥、集
雨面積は約234,158 ㎡となっている（令和５年３
月現在）。
今後も、都市の安全性の向上と快適な都市環境の
創造に資するため、都市における渇水及び洪水の
防止、防災対策（初期消火用水やトイレ洗浄水等
の確保）の推進並びに地域水循環の再生を目標と
し、雨水利用促進助成制度等により雨水利用を推
進する。

時点修正 環境保全課

震災 予防 4 1 82

１　道路・橋梁施設
（省略）
（１）道路及び付帯施設
　　　区内の道路は、国道6,574m、都道26,718m、区
道254,215m（令和６年４月１日現在）

１　道路・橋梁施設
（省略）
（１）道路及び付帯施設
　　　区内の道路は、国道6,574m、都道
26,716m、区道254,184m（令和６年１月１日現
在）

時点修正 土木管理課
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震災 予防 4 1 83

エ　街路灯、橋りょう灯の現況は、下表のとおりであ
る。（区道分）
（令和６年４月1日現在）
別添２のとおり修正

エ　街路灯、橋りょう灯の現況は、下表のとおり
である。（区道分）
（令和６年１月1日現在） 時点修正 道路・橋りょう課

震災 予防 4 1 83

オ　街路樹
　　街路樹植栽の現況は、下表のとおりで
　ある。
　　（令和６年４月1日現在）
別添３のとおり修正

オ　街路樹
　　街路樹植栽の現況は、下表のとおりである。
（令和６年１月1日現在） 時点修正 道路・橋りょう課

震災 予防 4 1 82～83
「（R6修正ver）第４章第１節１（１）ア・イ表」
別添４のとおり修正

１（１）アの表及び同イの表
（R5本紙参照）

時点修正 土木管理課

震災 予防 4 1 84 （３）令和６年４月１日現在の橋齢別では・・・ （３）令和５年４月１日現在の橋齢別では・・・ 時点修正 道路・橋りょう課

震災 予防 4 1 2 85

２　鉄道施設
（２）東日本～
　ア　駅舎構造及び乗車人員　の乗車人員欄
（令和５年度１日平均）
両国駅　　34,415人
錦糸町駅　93,915人

２　鉄道施設
（２）東日本～
　ア　駅舎構造及び乗車人員　の乗車人員欄
（令和４年度１日平均）
両国駅　　31,301人
錦糸町駅　87,590人

時点修正
錦糸町営業統括セ

ンター

震災 予防 4 1 85

また、横断歩道橋の令和６年４月１日現在の設置数
は、国道４、都道４、区道１の計９であり、落橋防止
システムが取り付けてある。

また、横断歩道橋の令和６年１月１日現在の設置
数は、国道４、都道５、区道１の計１０であり、
落橋防止システムが取り付けてある。

時点修正 道路・橋りょう課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 予防 4 1 2 86

２　鉄道施設
（２）東日本～
　カ事業計画
　（イ）防災知識の普及、徹底
　　～の際、駅構内にポスターを掲出するほか、
　　放送設備により～

２　鉄道施設
（２）東日本～
　カ事業計画
　（イ）防災知識の普及、徹底
　　～の際、駅構内に立看板、ポスターを掲
　　出し、また放送設備により～

現況に合わせた修
正

錦糸町営業統括セ
ンター

震災 予防 4 1 2 87

駅名　　　　　　　　　　　　　　乗降人員
とうきょうスカイツリー　　　　　　16,212人
（押上含む）　　　　　　　（押上97,966人）
曳　舟　　　　　　　　　　　　　　27,972人
東向島　　　　　　　　　　　　　　18,014人
鐘ヶ淵　　　　　　　　　　　　　　12,446人
小村井　　　　　　　　　　　　　  10,734人
東あずま　　　　　　　　　　　　　 7,666人

令和５年度１日平均

※駅舎形式・駅舎構造・ホーム形式は変更なし

駅名　　　　　　　　　　　　　　乗降人員
とうきょうスカイツリー　　　　　　10,415人
（押上含む）　　　　　　　（押上83,859人）
曳　舟　　　　　　　　　　　　　　24,016人
東向島　　　　　　　　　　　　　　15,608人
鐘ヶ淵　　　　　　　　　　　　　　10,558人
小村井　　　　　　　　　　　　　 　9,437人
東あずま　　　　　　　　　　　　　 6,686人

令和３年度１日平均

乗降人員修正
とうきょうスカイ

ツリー駅

震災 予防 4 1 89

（５）東京地下鉄日本橋駅務管区住吉地域
　　防災計画（錦糸町駅、押上駅）
　　ア駅舎構造及び乗降人員
　　　錦糸町　ホーム型式：島式
　　　　　　　乗降人員（令和４年度１日
　　　　　　　平均）：９２，０１３人
　　　押上　乗降人員（令和４年度１日平
　　　　　　均）：１６０，４９３人

（５）東京地下鉄日本橋駅務管区住吉地域
　　防災計画（錦糸町駅、押上駅）
　　ア駅舎構造及び乗降人員
　　　錦糸町　ホーム型式：島式２面
　　　　　　　乗降人員（令和３年度１日
　　　　　　　平均）：７９，９１３人
　　　押上　乗降人員（令和３年度１日平
　　　　　　均）：１３７，２４５人

時点修正 道路橋梁課

震災 予防 4 2 91

なお、現在、内部河川の整備は、平成28 年に策定さ
れた「荒川水系江東内部河川整備計画」に基づいて進
められている。さらに、平成23年の東日本大震災を契
機に、想定し得る最大級の地震への対策を開始し、現
在、令和3年に策定した「東部低地帯の河川施設整備
計画（第二期）」に基づき、堤防の耐震対策、水門・
排水機場等の耐震・耐水対策を実施している。

なお、現在、内部河川の整備は、平成28 年に策
定された「荒川水系江東内部河川整備計画」に基
づいて進められている。さらに、平成24 年には
「東部低地帯の河川施設整備計画」が策定され、
東日本大震災等を踏まえた河川施設の耐震・耐水
対策にも取り組んでいる。

東部低地帯の河川
施設整備計画の第
二期計画を追記。
また、震災・風水
害の文章を統一。

江東治水事務所
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 予防 4 3 93

指定拠点の種類
　医薬品備蓄倉庫
　　白鬚東防災拠点内備蓄倉庫
　　 都薬剤師会医薬品・情報管理センター
　　災害薬事センター（すみだ保健子育て総合セン
ター内）

指定拠点の種類
　医薬品備蓄倉庫
　　白鬚東防災拠点内備蓄倉庫
　　都薬剤師会医薬品・情報管理センター

健康推進課

震災 予防 4 3 6 93

 区庁舎・すみだリバーサイドホール
 （令和6年度中には、新保健施設等複合施設
 とする予定）
すみだ保健子育て総合センター（多目的ホール）

区庁舎・すみだリバーサイドホール
（令和6年度中には、新保健施設等複合施設
とする予定）

文言修正 防災課

震災 予防 4 4 94

２　下水道施設の耐震強化
（１）管渠
　　　幹線　30,579ｍ（変更なし）
　　　枝線　345,228ｍ
 　　 計    375,807ｍ

２　下水道施設の耐震強化
（１）管渠
　　　幹線　30,579ｍ
　　　枝線　345,146ｍ
 　　 計    375,725ｍ

事業実施による
時点修正

お客さまサービス
課

震災 予防 4 4 95

２　下水道施設の耐震強化
（省略）
（２）ポンプ所
業平橋ポンプ所（ポンプ所増設中）、吾嬬ポンプ所、
隅田ポンプ所、（以下略）

２　下水道施設の耐震強化
（省略）
（２）ポンプ所
業平橋ポンプ所（ポンプ所増設中）、吾嬬ポンプ
所（雨水ポンプ室再構築中）、隅田ポンプ所、
（以下略）

時点修正（再構築
工事完了）

ポンプ
施設課

震災 予防 4 4 95

２　下水道施設の耐震化
（１）管渠
　地区内残留地区において下水道機能と交通機能を確
保するため、下水道管とマンホールの接続部の耐震化
及びマンホールの浮上抑制対策を面的に実施し、対策
を完了している。

２　下水道施設の耐震化
（１）管渠
　地区内残留地区において下水道機能と交通機能
を確保するため、下水道管とマンホールの接続部
の耐震化及びマンホールの浮上抑制対策を面的に
実施し、対策を推進している。

地区内残留地区の
耐震化完了

建設課

震災 予防 4 4 95 （削除）

２　下水道施設の耐震化
（２）ポンプ
　 想定される最大級の地震動に対し、最低限の下
 水道機能を１系統で確保する耐震対策が完了して
 いる。引き続き震災時に必要な下水道機能を確保
 するため、水処理施設の流入渠、導水渠などのほ
 か、汚泥処理関連施設を新たな対象とし、全ての
 系統で耐震化を推進する。

ポンプ所での取り
組みではなく、水
再生センターでの

取り組み

建設課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 予防 4 4 95

２　下水道施設の耐震化
（２）ポンプ
　震災時にも施設の安定的な運転を確保するため、非
常時の電源や燃料の多様化を推進する。

２　下水道施設の耐震化
（２）ポンプ
　 停電時などの非常時においても下水道機能を確
 保するため、非常用電源の容量が不足している施
 設への早期導入を推進する。

わかりにくい 建設課

震災 予防 4 3 1 108

　災害時に～あらかじめ国及び都が指定した9か所の
船着場～する。
　区は～防災船着場（立花、錦糸及び江東橋）の整備
を進めていく。

　災害時に～あらかじめ国及び都が指定した8か
所の船着場～する。
　区は～防災船着場（立花、横川（仮称）、錦糸
及び江東橋）の整備を進めていく。

横川船着場の完成
による変更

都市整備課

震災 予防 6 1 2 132

発災時には、自衛隊、警察署、消防署をはじめとする
応援部隊なども含めて、応急対策活動にあたる防災関
係機関が有機的に連携し、一体となって活動を展開す
る。区は、こうした初動時の対応や他自治体等からの
応援職員の受入れや物的支援、ボランティアの受入れ
など、対策全般を統合的に運用できるよう
、あらかじめ（仮称）墨田区災害時受援応援計画を策
定し、受援体制を整備する。 「受援体制」の整備を図
 る。また、他自治体が被災し、被災を免れた本区から
他自治体へ応援職員を派遣する場合の「支援体制（応
援体制）」についても整備するものとする。

発災時には、自衛隊、警察署、消防署をはじめと
する応援部隊なども含めて、応急対策活動にあた
る防災関係機関が有機的に連携し、一体となって
活動を展開する。区は、こうした初動時の対応や
他自治体等からの応援職員の受入れや物的支援、
ボランティアの受入れなど、対策全般を統合的に
運用できるよう「受援体制」の整備を図る。ま
た、他自治体が被災し、被災を免れた本区から他
自治体へ応援職員を派遣する場合の「支援体制
（応援
体制）」についても整備するものとする。

防災課

震災 予防 6 5 1 136

１　公園等の整備
（１）公園、緑地等
　　表欄　（令和６年４月１日現在）
別添５のとおり表修正

１　公園等の整備
（１）公園、緑地等
　　表欄　（令和６年４月１日現在）
表修正

時点修正 公園課

震災 予防 6 5 1 136

１　公園等の整備
（１）公園、緑地等
　　表欄　（令和６年４月１日現在）
別添５のとおり表修正

１　公園等の整備
（１）公園、緑地等
　　表欄　（令和６年４月１日現在）
表修正

スポーツ振興課

震災 7 155

２　現在の到達目標
（1） 情報連絡体制と情報提供体制の強化
（2） 区民への情報提供
　〇　固定系・・・・・・・・・・（省略）
　〇　すみだ安全・安心メール（略）、緊急速報メー
ル、区公式LINE、危機管理X（旧ツイッター）、区公
式フェイスブックを導入している。
　〇　緊急地震速報・・・・（省略）

２　現在の到達目標
（1） 情報連絡体制と情報提供体制の強化
（2） 区民への情報提供
　〇　固定系・・・・・・・・・・（省略）
　〇　すみだ安全・安心メール（略）、緊急速報
メール、危機管理X（旧ツイッター）、区公式
フェイスブックを導入している。
　〇　緊急地震速報・・・・（省略）

追記 広報広聴担当
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 応急 7 2 164

２　 情報の伝達
（1） 区は、 情報・・・・（省略）
（2） 区民等に対する伝達は、・・・・（中略）、す
みだ安全・安心メール、区公式LINE、危機管理X（旧
ツイッター）、区公式フェイスブック、緊急速報メー
ル、・・・・（省略）

２　 情報の伝達
（1） 区は、 情報・・・・（省略）
（2） 区民等に対する伝達は、・・・・（中
略）、すみだ安全・安心メール、危機管理X（旧
ツイッター）、区公式フェイスブック、緊急速報
メール、・・・・（省略）

追記 広報広聴担当

震災 応急 7 5 170
災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言版
（web171）等を利用し、云々・・・

災害用伝言ダイヤル、災害用伝言版等を利用し、
云々・・・

正式名に修正
ＮＴＴ東日本
東京東支店

震災 予防 8 1 1 176

名称
区災害医療コーディネーター
説明
区内の医療救護活動等を統括・調整するために区市町
村に対して医学的助言を行う、区が指定する医療コー
ディネーター

名称
区災害医療コーディネーター
説明
区内の医療救護活動等を統括・調整するために医
学的助言を行う、区が指定する医療コーディネー
ター

健康推進課

震災 予防 8 1 1 176

名称
東京都地域災害医療コーディネーター
説明
都職員とともに各二次保健医療圏（※）域の医療救護
活動等を統括・調整するために、都が指定する医療
コーディネーター

名称
東京都地域災害医療コーディネーター
説明
各二次保健医療圏（※）域の医療救護活動等を統
括・調整するために、都が指定する医療コーディ
ネーター

健康推進課

震災 予防 8 1 1 176

名称
東京都災害医療コーディネーター
説明
都全域の医療救護活動等を統括・調整するために都に
対して医学的助言を行う、都が指定する医療コーディ
ネーター

名称
東京都災害医療コーディネーター
説明
都全域の医療救護活動等を統括・調整するために
医学的助言を行う、都が指定する医療コーディ
ネーター

健康推進課

震災 予防 8 1 5 178

[区、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師
会、訪問看護協会]
防疫用資器材の備蓄及び調達・配布計画を策定してお
く。 また、都及び関係団体等と連携し、動物救護活動
 への協力体制を整備する。
 なお、区では、東京都獣医師会墨田支部と災害時にお
 ける動物救護活動に関する協定を締結している。

[区、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復
師会、訪問看護協会]
防疫用資器材の備蓄及び調達・配布計画を策定し
ておく。また、都及び関係団体等と連携し、動物
救護活動への協力体制を整備する。
なお、区では、東京都獣医師会墨田支部と災害時
における動物救護活動に関する協定を締結してい
る。

健康推進課

震災 予防 8 2 1 178

薬剤師会と～【略】～努める
薬剤師会と連携して、災害薬事センターの 設置場所や
運営方法、納入先及び納入先への搬入方法等、具体的
な活動内容について協議しておく。
　発災後～【略】

薬剤師会と～【略】～努める
薬剤師会と連携して、災害薬事センターの設置場
所や運営方法、納入先及び納入先への搬入方法
等、具体的な活動内容について協議しておく。
　発災後～【略】

健康推進課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 応急 8 1 1 180

災害発生時には、区災害対策本部内に設置した医療救
護活動拠点においてＥＭＩＳで 病院医療機関（診療
 所、歯科診療所、保険薬局、病院 ）の被災情報を把握
 するし、診療所、歯科診療所、保険薬局は、各師会を
通して被災状況等を把握する。以下【略】

災害発生時には、区災害対策本部内に設置した医
療救護活動拠点においてＥＭＩＳで医療機関（診
療所、歯科診療所、保険薬局、病院）の被災情報
を把握する。以下【略】

健康推進課

震災 応急 8 1 2 181

区分
２　急性期（72時間～1週間程度）
３　亜急性期（1週間～1か月程度）
４　慢性期（1～3か月程度）

区分
２　急性期（72時間～1週間）
３　亜急性期（1週間～1か月）
４　慢性期（1～3か月）

健康推進課

震災 応急 8 2 1 184

薬剤師会と連携して、薬剤師班活動や緊急医療救護
所、避難所医療救護所等への医薬品等の供給を調整
し、災害時の薬事の拠点となる「災害薬事センター」
をすみだ保健子育て総合センター内 薬剤師会医薬品・
 情報管理センターに発災後速やかに設置する。以下
【略】

薬剤師会と連携して、薬剤師班活動や緊急医療救
護所、避難所医療救護所等への医薬品等の供給を
調整し、災害時の薬事の拠点となる「災害薬事セ
ンター」を薬剤師会医薬品・情報管理センターに
発災後速やかに設置する。以下【略】

健康推進課

震災 応急 8 3 1 190

（６）
歯科医師会
２　身元確認のために編成された班の歯科医師
は・・・

（６）
歯科医師会
２　身元確認のために編成された班の医師
は・・・

名称修正 本所歯科

震災 10 218

４　具体的な取り組み
避難所の管理運営体制の整備等
〇ボランティアの受入れ、衛生管理対策、防火安全対
策、警戒・警備、飼養動物の 同行避難・動物救護活
動、仮設トイレの設置等の体制の整備・促進

４　具体的な取り組み
避難所の管理運営体制の整備等
〇ボランティアの受入れ、衛生管理対策、防火安
全対策、警戒・警備、飼養動物の同行避難・動物
救護活動、仮設トイレの設置等の体制の整備・促
進

健康推進課

震災 予防 10 1 1 222

オ 「地震その時10 のポイント」における「確かな避
難」に係る知識の普及や、防火防災巡回及び住まいの
防火防災診断を通じた被災しない環境づくりについて
取り組む。

オ 「地震その時10 のポイント」における「確か
な避難」に係る知識の普及や、防火防災診断及び
住まいの防火防災診断を通じた被災しない環境づ
くりについて取り組む。

庁内規程改正
東京消防庁向島消

防署

震災 予防 10 1 1 224

（８）住まいの防火防災診断の実施
本所・向島消防署と高齢者支援総合センター、高齢者
みまもり相談室及び民生委員・児童委員等が連携し、
高齢者等要配慮者ががいる世帯を戸別訪問し、災害発
生時に、火災や家具転倒等による逃げ遅れや負傷のリ
スクを軽減するための改善方法の助言を行う住まいの
防火防災診断を実施している。

（８）総合的な防火防災診断の実施
本所・向島消防署と高齢者支援総合センター、高
齢者みまもり相談室及び民生委員・児童委員等が
連携し、高齢者等要配慮者ががいる世帯を戸別訪
問し、災害発生時に、火災や家具転倒等による逃
げ遅れや負傷のリスクを軽減するための改善方法
の助言を行う総合的な防火防災診断を実施してい
る。

庁内規程改正
東京消防庁向島消

防署

11



墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 応急 10 4 1 240

1　区は、危険防止及び動物愛護の観点から、負傷又
は放し飼い状態の動物の保護や適正な飼養に関し、都
や都獣医師会墨田支部ほか関係協定団体との協力体制
を確立する。

2 避難所における動物の適正な飼育
  区は、都や都獣医師会と協力し、飼主とともに避難
した動物について、以下の取組を行う。
（１） 同行避難動物の飼養場所の確保
（２）～（5）　（略）
（６） 同行避難災害に備えての、飼い主に対する日常
からの啓発活動

1 区は、危険防止及び動物愛護の観点から、負傷
又は放し飼い状態の動物の保護や適正な飼養に関
し、都や都獣医師会墨田支部との協力体制を確立
する。

2 避難所における動物の適正な飼育
  区は、都や都獣医師会と協力し、飼主とともに
避難した動物について、以下の取組を行う。
（１）同行避難動物の飼養場所の確保
（２）～（5）　（略）
（６）同行避難に備えての、飼い主に対する日常
からの啓発活動

健康推進課

震災 応急 10 4 1 240

３ 動物収容用ケージの備蓄
災害時にはペットと飼い主がはぐれ、放浪することが
想定されている。これら逸走動物は動物愛護の点から
問題となるほか、救助活動の妨げになるケースもあ
る。このため、これらの逸走動物は、都動物愛護相談
センターによる収容が開始されるまでの間、区内で一
時的な保護が必要となる。
区では、逸走動物の一時収容のためのケージの備蓄
や、関係団体との協定によりケージの確保を行ってい
る。さらに、区内に一時保護の場所を確保するほか、
都獣医師会墨田支部にも協力を求め、区内動物病院に
おいても一時保護場所を確保する。

３ 動物収容用ケージの備蓄
災害時にはペットと飼い主がはぐれ、放浪するこ
とが想定されている。これら逸走動物は動物愛護
の点から問題となるほか、救助活動の妨げになる
ケースもある。このため、これらの逸走動物は、
都動物愛護相談センターによる収容が開始される
までの間、区内で一時的な保護が必要となる。
区では、逸走動物の一時収容のためのケージの備
蓄を行っている。さらに、区内に一時保護の場所
を確保するほか、都獣医師会墨田支部にも協力を
求め、区内動物病院においても一時保護場所を確
保する。

震災 予防 11 4 3 251

 区庁舎・すみだリバーサイドホール（令和6年度中に
 新保健施設等複合施設とする予定）
すみだ保健子育て総合センター（多目的ホール）

区庁舎・すみだリバーサイドホール（令和6年度
中に新保健施設等複合施設とする予定）

文言修正 防災課

震災 応急 11 1 7 254

 区庁舎・すみだリバーサイドホール（令和6年度中に
 は、新保健施設等複合施設とする予定）
すみだ保健子育て総合センター（多目的ホール）

区庁舎・すみだリバーサイドホール（令和6年度
中には、新保健施設等複合施設とする予定）

文言修正 防災課

震災 応急 11 4 2 256
 区庁舎・すみだリバーサイドホール
すみだ保健子育て総合センター（多目的ホール）

区庁舎・すみだリバーサイドホール 文言修正 防災課

震災 予防 13 269

ごみ・災害廃棄物処理
〇［略］
〇被災状況の確認、災害廃棄物発生量の推計等、災害
廃棄物処理実施計画の策定
〇［略］

ごみ・災害廃棄物処理
〇［略］
〇被災状況の確認、災害廃棄物発生量の推計等、
災害廃棄物処理計画の策定
〇［略］

文言修正 環境政策課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 予防 13 3 1 272

 
令和6年度4月1日現在

小型ダンプ車　新小型ダンプ車　軽小型ダンプ車
小型排出車　1日当処理量
２　　　　　　２　　　　　　　　３
１　　　　　　－
５　　　　　　５　　　　　　　　18
３　　　　　　－
2.8　　　 　　2.0　　　　　　　 5.2
1.5　　　　　178.3

※延べ台数は、令和6年度～

 
令和5年度4月1日現在

小型ダンプ車　 新小型ダンプ車　軽小型ダンプ
車         　1日当処理量
3　　　　　　  ２　　　　　　　　３
－
7　　　　　　  6　　　　　　　 　17
－
3.9 　　　 　　2.4　　　　　　　 5.0
178.1

※延べ台数は、令和5年度～

時点修正 すみだ清掃事務所

震災 予防 13 3 2 272

 　　　　　　　　　　 令和6年度4月1日現在

直営　　　　　　　　　雇上（民間）
収集職員　運転職員　　収集職員　運転職員
（人）　　（人）　　　（人）　　（人）
   ４　　　　０　　　　　５４　　　３５
※直営及び雇上の人数は、令和6年度～

　　　　　　令和５年度4月1日現在

直営　　　　　　　　　雇上（民間）
収集職員　運転職員　　収集職員　運転職員
（人）　　（人）　　　（人）　　（人）
   11　　　　1　　　　　47　　　　34
※直営及び雇上の人数は、令和5年度～

時点修正 すみだ清掃事務所

震災 予防 13 4 273

災害が発生した場合には、この処理計画を基に、区域
内の被災状況に応じた「災害廃棄物」の発生量を把握
し、必要な仮置場や運搬車等の確保、最終処分場など
を定めた「災害廃棄物処理実施計画」を策定して災害
廃棄物処理を行う。

災害が発生した場合には、この処理計画を基に、
区域内の被災状況に応じた「災害廃棄物」の発生
量を把握し、必要な仮置場や運搬車等の確保、最
終処分場などを定めた「災害廃棄物処理計画」を
策定して災害廃棄物処理を行う。

文言修正 環境政策課

震災 復旧 13 3 291 区営住宅等の応急修理 区営住宅の応急修理
説明文の内容と整

合を図るため
密集市街地整備推

進課

震災 応急 13 7 295

3　災害援護資金の貸付け
（３）貸付条件
　ア　省略
　イ　省略
　ウ　償還方法　年賦償還、半年賦償還又は月賦償還

3　災害援護資金の貸付け
（３）貸付条件
　ア　省略
　イ　省略
　ウ　償還方法　年賦償還又は半年賦償還

修正漏れ（平成30
年度条例改正によ
り月賦償還追加）

厚生課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 応急 13 8 298

１　災害復旧資金融資（都）
（１）融資対象
　　 東京都中小企業制度融資要項に定める中小企業
者又は組合で、同要項の基本要件を満たし、かつ、知
事が指定した災害※による被害をうけている者
※令和７年１月１日現在　指定なし（令和６年８月６
日調べ）

１　災害復旧資金融資（都）
（１）融資対象
　　 東京都中小企業制度融資要項に定める中小
企業者又は組合で、同要項の基本要件を満たし、
かつ、知事が指定した災害※による被害をうけて
いる者
※令和６年１月１日現在　東日本大震災、令和元
年台風15号に伴う被害、令和元年台風第19号又は
台風21号に伴う被害

厚生課

震災 応急 13 8 3 299

３　経営安定融資（経営一般）（都）
　　（省略）
（２）融資限度額
　　　２，０００万円
（３）融資条件（令和７年１月１日現在）
　　ア　資金使途　運転資金
　　イ　融資期間　７年以内（据置期間12か月以内を
含む。）

３　経営安定融資（経営一般）（都）
　　（省略）
（２）融資限度額
　　　１，０００万円
（３）融資条件（令和６年１月１日現在）
　　ア　資金使途　運転資金
　　イ　融資期間　６年以内（据置期間12か月以
内を含む。）

厚生課

震災 復旧 13 8 296

（２）貸付金額
    １世帯150 万円以内（他に住宅の改築、補修
　　等に必要な経費として被害の程度に応じて
　　重複貸付が可（合せて、350 万円まで））

（２）貸付金額
    １世帯150 万円以内（他に住宅の改築、補
    修等に必要な経費として被害の程度に応じ
    て重複貸付が可（合せて、最大350 万円ま
    で)）

貸付窓口である墨
田区社会福祉協議
会からの修正依頼

厚生課

震災 復旧 13 8 296

（３）貸付条件
　　ア 据置期間 ６か月以内
　　イ 償還期間 据置期間経過後７年以内
　　ウ 連帯保証人 原則として必要（立てられな
　　　くても貸付可）
　　 （ア）原則として65 歳未満で一定以上の収
　　　　 入がある別世帯の者
　　　(イ）生活福祉資金の借受人又は連帯保証人
　　　　 になっていない者等
    エ 利子 保証人有：無利子、保証人無：
       年1.5％（ただし、据置期間中は無利子）

（３）貸付条件
　　ア 据置期間 ６か月以内
　　イ 償還期間 据置期間経過後７年以内
　　ウ 連帯借受人 借受人が65歳以上の場合は
       必要（親族）
　　エ 連帯保証人 原則として必要（立てられ
       なくても貸付可）
　　 （ア）原則として65 歳未満で一定以上の
         収入がある別世帯の者
　　　(イ）生活福祉資金の借受人又は連帯保
         証人になっていない者等
    オ 利子 保証人有：無利子、保証人無：
       年1.5％（ただし、据置期間中は無利
       子）

貸付窓口である墨
田区社会福祉協議
会からの修正依頼
（連帯借受人が必
要な場合があるた

め。）

厚生課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

震災 復旧 13 8 296

（５）申込方法
　　　官公署の発行する罹災証明書を添付し、墨
　　田区社会福祉協議会（すみだボランティアセ
　　ンター内）に申し込む。

（５）申込方法
　　　官公署の発行する罹災証明書及び、収入
    証明等必要書類を用意し、墨田区社会福祉
    協議会（すみだボランティアセンター内）
    に申し込む。

貸付窓口である墨
田区社会福祉協議
会からの修正依頼
（収入基準で判断
する場合があるた

め。）

厚生課

震災 復旧 13 9 3 298

２　経営安定融資（経営一般）（都）
（１） 融資対象
・・・
 なお、当該災害について、官公庁の発行する罹災証明
 を受けていることが必要となる。

２　経営安定融資（経営一般）（都）
（１） 融資対象
・・・
なお、当該災害について、官公庁の発行する罹災
証明を受けていることが必要となる。

厚生課

震災 復旧 13 9 299

国と都、区が連携し、被災者に対する職業のあっせん
を迅速に実施する。
区は、災害により離職した被災者の職業のあっせんに
ついて、公共職業安定所に臨時就業相談所の開設等の
要請を行い、就業機会の創出を図る。また、災害によ
り離職した被災者が就職に必要な知識・技能を身につ
けるための職業訓練を受けられるよう国・都へ要請す
る。
被災した企業等に対して、国・都と連携して、災害を
理由とした安易な解雇・雇止め等を防止するよう働き
かけ、雇用の維持に努める。

国と都、区が連携し、被災者に対する職業のあっ
せんを迅速に実施する。
区は、被災者の職業のあっせんについて、都に対
する要請措置等の必要な計画を策定する。そし
て、即効性のある臨時的な雇用創出策と産業再
生・振興が一体となった中長期の安定的な雇用創
出策を組み合わせた雇用政策を実施する。
雇用創出のための基金等を活用した発災直後から
の臨時的な雇用創出や就職に必要な知識・技能を
身につけるための職業訓練を行う。また、同基金
を活用した様々な事業の効果を検証し、長期にわ
たって実施されるべきものは、予算措置の終了後
も自立して実施されるような方策も検討する。

厚生課

東海地震 2 1 309

機関の名称
保健衛生担当
事業又は業務の大綱
1　医療及び防疫資器材の準備に関すること
2　日赤、墨田区医師会その他関係機関との連絡に関
すること
3　医療及び助産救護に関すること
4　防疫その他衛生活動に関すること
5　すみだ保健子育て総合センターの保全に関するこ
と

機関の名称
保健衛生担当
事業又は業務の大綱
1　医療及び防疫資器材の準備に関すること
2　日赤、墨田区医師会その他関係機関との連絡
に関すること

健康推進課

東海地震 2 1 309

機関の名称
（削除）
事業又は業務の大綱
（削除）

機関の名称
向島保健センター
本所保健センター
事業又は業務の大綱
1医療及び助産救護に関すること
2防疫その他衛生活動に関すること
3施設の保全に関すること

組織改正 健康推進課
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墨田区地域防災計画（令和６年度修正）新旧対照表（本冊）　

東海地震 2 4 311
東日本旅客鉄道株式会社
錦糸町営業統括センター

ＪＲ両国駅
ＪＲ錦糸町駅

時点修正
錦糸町営業統括セ

ンター

東海地震 予防 4 6 7 331
３　災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言版
（web171）の提供準備

３　災害伝言ダイヤルの提供準備 正式名に修正
ＮＴＴ東日本
東京東支店

東海地震 応急 5 8 1 353

１　確保する業務

（３）災害用伝言ダイヤル（171）等の提供

１　確保する業務

（３）非常、緊急扱い通話

サービス提供無し
のため修正

ＮＴＴ東日本
東京東支店

東海地震 応急 5 8 2 353

１

（５）利用者に対し協力を要請する事項（災害用伝言
ダイヤル（171）等の準備状況を含む）

１

（５）利用者に対し協力を要請する事項（災害用
伝言ダイヤルの準備状況を含む）

正式名に修正
ＮＴＴ東日本
東京東支店

東海地震 5 13 3 358

第３項 医療救護体制
［区、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師
会、訪問看護協会］
１　区 （保健センター）

第３項 医療救護体制
［区、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復
師会］
１　区（保健センター）

組織改正 健康推進課

風水害 予防 1 1 365

１　東京都豪雨対策基本方針
（１）豪雨対策の目標
目標とする降雨は、今後の気候変動を踏まえ、将来に
おいても現在設定している年超過確率1/20規模を下回
らないように、2014改定の基本方針で定めた目標降雨
に対して降雨変化倍率（1.1倍）を考慮し、10ミリ引
き上げて設定し、区部の場合は時間85ミリとする。

１　東京都豪雨対策基本方針
 （１）基本的な考え方
 今後の豪雨対策においては、概ね30年度を目標に
 年超過確率1/20（区部時間75㎜、多摩部時間65
 ㎜）の降雨に対し床上浸水等の防止を目指し、河
 川整備や下水道整備、流域対策を進めることに加
 え、目標を超える降雨に対しても生命安全の確保
 を目指し、浸水被害を最小限に止める減災対策を
 推進する。

東京都豪雨対策基
本方針改定

建設課

風水害 予防 1 1 2 366

また、現在、内部河川の整備は、平成28 年に策定さ
れた「荒川水系江東内部河川整備計画」に基づいて進
められている。さらに、平成23年の東日本大震災を契
機に、想定し得る最大級の地震への対策を開始し、現
在、令和3年に策定した「東部低地帯の河川施設整備
計画（第二期）」に基づき、堤防の耐震対策、水門・
排水機場等の耐震・耐水対策を実施している。

また、現在は、平成28 年６月に策定された「荒
川水系江東内部河川整備計画」に基づいて整備が
進められている。

東部低地帯の河川
施設整備計画の第
二期計画を追記。
また、震災・風水
害の文章を統一。

江東治水事務所

風水害 予防 1 1 367

３　内水排除
　ア　管渠施設
　　　幹線 30,579ｍ（変更なし）
　　　枝線 345,228ｍ
　　　計   375,807ｍ

３　内水排除
　ア　管渠施設
　　　幹線 30,579ｍ
　　　枝線 345,146ｍ
　　　計   375,725ｍ

事業実施による
時点修正

お客さまサービス
課
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風水害 予防 1 1 367

３　内水排除
（省略）
イ　ポンプ所
業平橋ポンプ所（ポンプ所増設中）、吾嬬ポンプ所、
隅田ポンプ所、（以下略）

３　内水排除
（省略）
イ　ポンプ所
業平橋ポンプ所（ポンプ所増設中）、吾嬬ポンプ
所（雨水ポンプ室再構築中）、隅田ポンプ所、
（以下略）

時点修正（再構築
工事完了）

ポンプ
施設課

風水害 予防 1 1 367

３　内水排除
　ウ　雨水調整池
　豪雨対策のため、大雨時に雨水をためる施設（三之
橋雨水調整池）を整備する。

３　内水排除
　ウ　雨水貯水池
　豪雨対策のため、大雨時に雨水をためる施設
（三之橋雨水貯水池）を整備する。

名称修正 建設課

風水害 7 2 412

４　 避難誘導
（1） 高齢者等避難、避難指示の伝達方法
　ア　（省略）
  イ　（省略）
　ウ　区公式ホームページ、区公式LINE、危機管理X
（旧ツイッター）、区公式フェイスブック
　エ　すみだ安全・安心メール、緊急速報エリアメー
ル、緊急速報メール

４　 避難誘導
（1） 高齢者等避難、避難指示の伝達方法
　ア　（省略）
  イ　（省略）
　ウ　区公式ホームページ、危機管理X（旧ツ
イッター）、区公式フェイスブック
　エ　安全・安心メール、緊急速報エリアメー
ル、緊急速報メール

追記 広報広聴担当

風水害 応急 9 418

（省略）
なお、事前に台風・大雨等の（中略）、下記の基準に
より、ごみ・資源の収集作業を中止する。
【ごみ・資源の収集作業中止基準】
　ＪＲなどの主要交通機関の（中略）、計画運休当日
のごみ・資源収集は原則、中止とする。（省略）
　区が水害への対応から、（中略）その時点でごみ・
資源収集を原則、中止とする。

（省略）
なお、事前に台風・大雨等の（中略）、下記の基
準により、ごみ・資源物の収集作業を中止する。
【ごみ・資源物の収集作業中止基準】
　ＪＲなどの主要交通機関の（中略）、計画運休
当日のごみ・資源物収集は原則、中止とする。
（省略）
　区が水害への対応から、（中略）その時点でご
み・資源物収集を原則、中止とする。

現在は「資源」の
呼称が主流である

ため文言修正

すみだ清掃事務所
作業係
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